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トランスフォーマー仮説の批判的再検討 
―知識変換の定量化に向けた予備的議論― 

 
 
 要旨：原田(1998 ; 1999a ; 1999b ; 1999c)は，外部の情報収集を積極的に行

う狭義でのゲートキーパーと，彼（彼女）らによってもたらされた情報を，

組織内の共通言語スキームへと変換するトランスフォーマーが，異なる人

物である可能性が高いという見解（トランスフォーマー仮説）を示した． 
本稿が示す実証的事実はこの見解と反するもので，ゲートキーパーは，

トランスフォーマーと同一人物である可能性が高いばかりでなく，両者の

機能は組織在籍年数に応じて高まるというものである．これらの事実から，

トランスフォーマー仮説には大幅な修正が必要であることを指摘した． 
 
キーワード：知識変換，ゲートキーパー，トランスフォーマー 
Keywords: knowledge conversion, gatekeeper, transformer 
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１．はじめに 

 
Barnard(1938)は，組織存立の 3 要素として，①協働意欲，②共通目的，③

コミュニケーションを挙げ，『組織論をつきつめていけば，伝達（コミュニケー

ション）が中心的地位を占めることになる』と述べた．March and Simon(1958)
は，コミュニケーションの経路と内容に関する高度の特定性を，一般の影響過

程から組織の中の影響過程を区別する重要なメルクマールだとした．Katz and 
Kahn(1978)は，『コミュニケーションは，社会システムや組織のまさに本質で

ある』として，『個人的であれ社会的であれ，われわれの問題の多くは，不適切

で不完全なコミュニケーションの結果である』と述べた． 
こうした重要性を反映して，組織論におけるコミュニケーションは古くから

の中心的課題のひとつであり，膨大な研究蓄積がある．その多くは，組織内コ

ミュニケーションは組織的成果物に正の効果をもたらすというものであるが，

一方で明確な効果が確認できないとの報告もある(Allen, Lee and Tushman, 
1980 ; Hauptman, 1986)．この事実は，最適なコミュニケーションのあり方が，

組織・環境変数によって規定されるという条件適合的な観点(Tushman, 1979)
のみならず，コミュニケーション問題の前提にある知識の理解力(Cohen and 
Levinthal, 1990)や，解釈フレーム(Weick, 1979)の存在を含意している．組織

におけるコミュニケーションの本質は，“壁越しに図面を投げ込む(Clark and 
Fujimoto, 1991)”ことでは決してない．むしろそれは，得られた情報を自らの

知識ベースと参照しながら理解し，他のメンバーの知識の再構築を促すように

翻訳し直す，知識変換(knowledge conversion)にあるといえよう． 
知識変換について原田(1998 ; 1999a ; 1999b ; 1999c)は，組織内において知

識変換を積極的に行う人物（トランスフォーマー）と，外部の情報収集を積極

的に行う狭義でのゲートキーパーとが，異なる人物である可能性が高いという

見解（以下，トランスフォーマー仮説）を示した1．しかし，後述するように，

原田が行った分析には幾つかの実証手続き上の問題が残されている． 
そこで本稿では，新たに収集したネットワークデータをもとに，上記トラン

スフォーマー仮説について批判的に検討する．以下，2 節では，同仮説の解説

とその実証手続き上の問題点を指摘した上で，本稿の仮説を提示する．3 節で

分析手続きについて解説する．以上の準備に基づき，4 節で定量的分析を行い，

5 節で得られた結果について考察する．最後に，6 節において本稿で展開した

論点を整理する． 
  

                                                  
1 原田は，「知識転換」という言葉を用いているが，本稿では野中(1990)に準じ，「知識変

換」に統一する． 
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２．トランスフォーマー仮説の理論的背景と問題点 

 

２.１ トランスフォーマー仮説 

Allen and Cohen(1969)は，研究開発組織を対象にしたコミュニケーション

構造の分析を通じ，組織内において，組織外部の情報源に精通し，それを頻繁

に組織内にもたらす少数のゲートキーパーが存在することを明らかにした．彼

らの見解に基づけば，組織外部の情報は，図 1 に示すように，少数のゲートキ

ーパーを経由して組織内部にもたらされるという 2 段階のコミュニケーショ

ン・フローとしてモデル化できる2． 
 

 

○

○ ○ ○○
○

○
○

外部情報
○○

○

①情報収集機能

②情報伝達機能

プロジェクト等（組織）  
図 1 コミュニケーションの 2 段階フロー・モデル 

 
これに対し原田(1998)は，組織外部からの情報収集機能を果たす狭義でのゲ

ートキーパーと，それを組織内にもたらす情報伝達機能を果たす者とが別人物

である可能性を指摘し，外部情報が後者（トランスフォーマー）の知識変換機

能を経由して組織内部にもたらされているという 3 段階のコミュニケーショ

ン・フロー仮説を提示した．この仮説によれば，ゲートキーパーによってもた

らされた外部情報は一旦トランスフォーマーへと伝達され，彼（彼女）の情報

変換機能を通じて，組織内部にもたらされることになる（図 2）． 
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図 2 コミュニケーションの 3 段階フロー・モデル 

                                                  
2 犬塚・中森(2003)は，組織内にゲートキーパーが存在することの効果を，シミュレーシ

ョン技法を用いて示している． 
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ゲートキーパーとトランスフォーが一致しない理由について，原田(1998)は
次のように説明している．ゲートキーパーの情報収集機能は，時間的・能力的

に余裕のある若手の研究者による実現が現実的であるが，そうした人物は組織

固有の共通言語コードやさまざまなルーチンに精通しておらず，外部情報を組

織内の共通言語スキームへと“翻訳”する能力を持ち合わせていない．そこで，

そうした能力をもつトランスフォーマーが，入手された情報の翻訳を主として

担当することになるが，このトランスフォーマーに特徴的な高い知識変換能力

を獲得するためには，『組織固有の知識に精通しておく必要があり，そのために

は長い組織在籍期間が求められる(原田, 1999c)』．ここから，ゲートキーパー機

能とトランスフォーマー機能の高低は，組織在籍期間に対して対称的になる（組

織在籍期間が長くなるにつれてゲートキーパー機能は低まり，反対にトランス

フォーマー機能は高まる）はずであり，このトレード・オフから両者は別人物

である可能性が高いと推論した（図 3）． 
 

   組織在籍期間

Ｇ
／
Ｔ
機
能

ゲートキーパー機能

トランスフォーマー機能

 
図 3 トランスフォーマー仮説における仮定 

 
 
２.２ 実証手続きの問題点 

トランスフォーマー仮説の検証にあたり原田は，工作機械メーカーの研究開

発組織に属する研究者を対象に，2 種類の技術的相談に関するネットワークデ

ータを収集した．ひとつは，4 つの課のメンバー63 名を対象とし，技術的問題

について相談する社内の相手を回想式で回答してもらうアンケート調査である

(原田, 1998)．以下，これを発表年に準じて 98 年調査と呼ぶ．もうひとつの調

査は，2 つの課のメンバー39 名を対象とし，ランダムに選んだ日における技術

的問題に関するコミュニケーションについて，①結果，②方法，③助言，④議

論に関するもののうち，どれに該当するかを特定するというもので(原田 , 
1999a ; 1999b ; 1999c)，これを 99 年調査と呼ぶ． 

原田は，これらのネットワークデータから，組織内における技術的相談につ

いて，他者から指名を受けた頻度が高い者をトランスフォーマー，組織外部の



IAM Discussion Paper Series #006 
The University of Tokyo 

     

 5

情報源と接する頻度3が高い者をゲートキーパーとし，両者は同一人物ではない

可能性が高いと主張している．事実，99 年調査からは，ゲートキーパーとトラ

ンスフォーマーを兼務する組織メンバーを見出すことができなかった(原田, 
1999a ; 1999b ; 1999c)． 

しかし，上記の見解に対しては，幾つかの疑問が残される．98 年調査の記述

統計によれば，コミュニケーション・スター（トランスフォーマー）は，そう

ではない者に比べ外部情報の収集頻度が有意に高く，ゲートキーパーの機能を

十分に果たしていることが示される(原田, 1998)．しかし，他の要因を制御した

上での検討がなされていないとして，トランスフォーマー機能（技術的問題相

手として指名された頻度）を従属変数にした回帰モデルによる推定を行ってい

る．表 1 はその結果の一部を示したもので，原田(1998)はこの結果において，

外部情報の収集をもたらすであろう諸活動（学会出席回数，社外研究発表回数，

社外研究者・ユーザとの接触頻度，定期購読文献数）が，トランスフォーマー

の機能に対し正に有意に寄与していなかったことから，ゲートキーパーとトラ

ンスフォーマーは別々に存在する可能性が高いと帰結した． 
 

表 1 原田(1998)による実証結果（抜粋） 

定数項 -6.969 -7.063 **

組織在籍期間 3.328 *** 3.364 ***

学位（修士，博士） -0.737
論文数 -0.131 * -0.046
特許数 0.529 *** 0.552 ***

学会出席回数（97年） 0.064 0.079
97年社外研究発表回数 -0.002
総社外研究発表回数 -0.146
社外研究者との接触頻度 0.159 0.153
ユーザとの接触頻度 -1.037 * -1.058 *

定期購読文献数 0.279 0.252

※原田(1998)，表4より部分抜粋（N=63, * p<.01, ** p<.05, *** p<.001）．

モデル４ モデル５

 
 

しかし，上記分析には，「組織在籍期間」が説明変数として投入されている（制

御されている）ことに大きな注意を払う必要がある．つまり，図 3 における横

軸を制御した分析であるため，上記結果において，外部情報の収集度（ゲート

キーパー機能）がトランスフォーマー機能に対して正の寄与をもたないことが，

図 3 の関係を支持したことには必ずしもならない．加えてこの分析は，組織の

全般的な傾向として同一の組織メンバーがトランスフォーマー機能とゲートキ

ーパー機能を兼ね備えているかを問うものであって，ゲートキーパーとトラン

                                                  
3 98 年調査では学会出席回数，社外研究者やユーザとの接触頻度等，99 年調査では対象

とした 2 部門以外の他部門や社外とのコミュニケーション頻度等を用いている． 
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スフォーマーが同一人物であるかという本来の問いに答えるものではない（ゲ

ートキーパーやトランスフォーマーは組織内の特別な人物であるのだから，組

織メンバーの全般的な傾向について検討することは，問いのすり替えである．

実際，99 年調査では，原田もこれらの機能の高低のみに基づいて，ゲートキー

パーとトランスフォーマーを特定している）．これらの点から，少なくとも 98
年調査についていえば，依然としてゲートキーパーとトランスフォーマーの高

い一致の可能性を示していると考えられるのである． 
 

仮説 1：ゲートキーパーとトランスフォーマーは，同一人物である． 
 
 
２．３．ゲートキーパー・トランスフォーマー機能と組織在籍年数 

以上をふまえれば，ゲートキーパーが若手の研究者によって担われるという

仮定自体も疑ってかかる必要があるだろう．実際，たとえ時間的・能力的余裕

があったとしても，組織にとって何が重要な情報であるかすらわからない者が，

外部情報の収集を積極的に行うことは考え難い．組織在籍期間が長い（であろ

う）マネジャーの組織外との接触時間が全体比の 44%にも達するという

Mintzberg(1973)が示す事実をふまえても，組織在籍期間の長い者は，自身の

管理的業務を積極的に部下へと委ね，ゲートキーパーとしての機能を果たすこ

とが，組織にとって最適だと考えられる． 
 

仮説 2：ゲートキーパーの機能は，組織在籍期間に応じて高まる． 
 

一方，支持されているとされるトランスフォーマーと組織在籍期間との関係

についても，幾つかの疑問が残る．トランスフォーマー機能を示す技術的相談

は，通常発生した技術的問題の解を多くもつであろう人物に対して行われる．

したがって，組織在籍期間を翻訳能力の代理変数として捉えようとするのであ

れば，被相談者が保有する技術知識の量が十分に制御されていなければならな

い（これらを制御できていない状況においては，トランスフォーマーの機能を

規定する要因が，保有する技術知識によるものか，翻訳能力によるものかが区

分できない）．原田(1998)が使用した回帰モデルには，特許数や論文数などが説

明変数として加えられているが，これらは日常的な技術的相談で交わされる内

容と大きくかけ離れているといえよう（それ故に，トランスフォーマーの機能

を検討する必要があるともいえる）．以上から，次のように原田の仮説を再構築

する． 
 

仮説 3：トランスフォーマーの機能は，保有する技術量を制御してもなお，

組織在籍期間に応じて高まる． 
 

以下，これら 3 つの仮説の検証方法について詳説する．



IAM Discussion Paper Series #006 
The University of Tokyo 

     

 7

３．方法 

 

３．１ 分析対象 

調査対象先は，国内を拠点にソフトウェア（システム）開発を行う 2 つの開

発チームである．両チームは共に製品適用分野（顧客）の異なる計算機向けの

ソフトウェア開発を行っており知識の汎用性の程度は低く，原田が対象とした

組織と同様の知識変換の必要性の高さを想定できる． 
調査は，社内のイントラネット上で回答をするオンライン・アンケート形式

で行った．調査は記名式で実施し，未回答の者には口頭や電子メールで回答を

促した．その結果，両チームの在籍メンバーの 99%にあたる 140 人からの回答

を得た．該当者の平均年齢は 39.2 歳，各チームへの平均所属年数は 10.5 年で

あった． 
 
３．２ ネットワークデータ 

トランスフォーマーの特定に必要となる技術的相談に関するネットワークデ

ータを，「技術的問題で困ったときに相談して役に立つ人」という項目を用いて，

チームメンバーのリストから該当する人を選ぶ fixed roster 法を用いて収集し

た． 
なお，回答者のうち 2 名は両チームを兼務するメンバーであったため，この

2 名が使用するリストは両チームのものとし，ネットワーク上の属性は各チー

ムにおいて得られた数値を平均化した．得られたネットワークサイズは，チー

ム 1 と 2 でそれぞれ 70 と 72 であった． 
 
３．３ 外部情報の収集度・保有技術量 

本調査対象は，原田の調査と同様，汎用技術をそのまま活用することが難し

い（外部情報について何らかの知識変換を必要としている）と想定される応用

開発を対象としている．ただし，その主業務が研究開発ではないため，

Allen(1977)や原田(1998)が想定したような学会活動等は，外部情報の入手経路

として適切ではない．そこで，ゲートキーパーの機能を示す外部情報の入手頻

度として，チーム外の社内メンバーから技術的相談を受ける頻度，チームが作

る製品の顧客と会う頻度，チームが作る製品の業界動向の精通度を，7 段階の

リッカートスケールにより収集した．得られたデータについて主成分分析を行

ったところ，固有値 1 以上で 1 因子が現れたことから，その因子得点を外部情

報の収集度とした． 
保有技術については，ISO/IEC9126 のソフトウェア製品品質に関する 10 の

尺度について，各々を実現する能力の保有の程度を 5 段階で評価してもらった．

得られた 10 項目のスコアについて主成分分析を行ったところ，やはり固有値 1
以上で 1 因子が抽出されたため，当該因子の得点を保有技術量とした． 

それぞれで使用した質問項目と因子負荷量を，表 2 にまとめた． 
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表 2 質問項目と主成分分析の結果 

因子負荷量
（固有値1.83）

1 チーム外のメンバーから，技術的な相談を頻繁に受ける 0.625
2 他のメンバーに比べ，チームが作る製品のお客様と会う頻度が多い 0.852
3 他のメンバーに比べ，チームが作る製品の業界動向に詳しい 0.845

因子負荷量
（固有値7.59）

1 製品の機能(実行性能)を向上させる技術 [機能性向上]      0.861
2 製品の障害を低減させる技術 [信頼性向上]      0.886
3 製品の理解・習得・利用性を高める技術 [使用性向上]      0.855
4 製品の応答時間(翻訳時間)を短縮する技術 [効率性向上]      0.823
5 製品の修正・メンテナンス性を高める技術 [保守性向上]      0.891
6 製品の移植・移行・拡張性を高める技術 [移植性向上]      0.866
7 使用者の要求に適合させるスキル [有効性向上]      0.898
8 使用者がかける時間・資源に対するメリットを高めるスキル [生産性]      0.891
9 使用者の安心を高めるスキル [安全性向上]      0.873

10 使用者の満足を高めるスキル [満足性向上] 0.867

注：回答形式は，1：全くあてはまらない－7：完全にあてはまる（外部情報の収集），1：素
人，2：初心者，3：並，4：専門家，5：達人（保有技術量）

[外部情報の収集] チーム内におけるあなたについて，あてはまる数字をお答
えください

[保有技術量] あなたはチーム内の他者と比べて，どの程度の技術レベルを
もっていると思いますか．各項目について，あてはまる数字をお答えください

 
 
３．４ 組織在籍期間 

組織在籍期間については，所属するチームと企業それぞれの在籍年数を使用

した．翻訳能力との関連を考える上では前者が望ましいと思われたが，原田

(1998)が用いた「入社以来の勤続年数」との整合を議論するために，後者につ

いても検討することにした． 
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４．分析結果 

 

４．１．ゲートキーパー，トランスフォーマーの一致 

仮説 1 の検証においては，原田(1999a ; 1999b ; 1999c)に基づき，外部情報

の収集度について，平均値＋標準偏差よりも高い人物をゲートキーパーとした．

トランスフォーマーについても同様に，技術的相談相手に関するネットワーク

において他メンバーから指名を受けた数（入次数）を求め，それが各チームの

平均値＋標準偏差よりも高い人物によって特定した．その結果，ゲートキーパ

ー，トランスフォーマーの人数は，チーム 1 がそれぞれ 9 名，13 名，チーム 2
で 19 名，13 名となった．このうち，ゲートキーパーとトランスフォーマーが

一致した人数は，チーム 1 で 5 名，チーム 2 で 6 名（トランスフォーマー比で

0.38，0.46）であり，相変わらず何らかの機能分化は認められるものの，両者

は無視できない確率で同一人物であった（仮説 1 を部分的に支持）． 
 また，トランスフォーマーが行う外部情報の収集度についても，非トランス

フォーマーに比べて有意に高く（t=3.69, p<.001），外部情報収集活動が必ずし

も顕著ではないとする原田(1999a)が考える人物像とは異なっていた．  
 
４．２．ゲートキーパー機能と組織在籍期間 

回答者をチーム在籍年数の 2 年未満，以降 4 年単位で区切り4，各区分に該当

する回答者の外部情報の収集度（ゲートキーパーの機能），および tech 層にお

ける他メンバーからの被指名数をチーム単位で標準化した値（トランスフォー

マーの機能）の平均値を，図 4 に示した．同図から明らかなように，ゲートキ

ーパーの機能とトランスフォーマーの機能はチーム在籍年数につれて共に高ま

り，仮説 2 は支持された5． 
ただし，企業在籍年数を用いた場合は，やや事情は異なる．図 5 は，企業在

籍年数を 6 年単位で区切った場合の結果を示したもので，ゲートキーパーの機

能は企業在籍年数につれてほぼ上昇するが，トランスフォーマーの機能につい

ては，一度ピークを示した後に低下する傾向を示した6．これは，企業在籍年数

の増大が管理職への移行を反映した結果だと思われる． 

                                                  
4 本調査対象では，チーム在籍年数が 2 年未満の人数が比較的多く，カテゴリに属する人

数を平準化させるために，このような区分を用いた．それぞれ人数は，在籍年数の少ない

カテゴリから順に，30, 24, 20, 18, 18, 29 であった（1 名は未回答）． 
5 同カテゴリによる一次元分散分析の結果は，F=13.0（トランスフォーマー機能）, F=5.2
（ゲートキーパー機能）で，共に 0.1%水準で有意である． 

6 同カテゴリによる一次元分散分析の結果は，F=7.8（トランスフォーマー機能）, F=5.0
（ゲートキーパー機能）で，共に 0.1%水準で有意である． 
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図 4 チーム在籍年数とＧ／Ｔ機能 
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図 5 企業在籍年数とＧ／Ｔ機能 

 
 
４．３．トランスフォーマー機能と組織在籍期間 

仮説 3 の検証にあたり，保有技術量と組織在籍期間を説明変数とした重回帰

分析を行った．表 2 はその結果をまとめたもので，モデル 1 によれば，トラン

スフォーマーの機能（技術的相談被指名度）は，保有技術量を制御した上もな

お，チーム在籍年数との間に有意な正の寄与があり，仮説 3 を支持する．ただ

し，企業在籍年数を使用したモデル 2 では寄与がなく，前項の結果をふまえる

と，変数同士の非線形関係が，線形関係を前提とする回帰モデルに適合しなか

った可能性が考えられる． 
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また，原田(1998)の実証結果との整合性を検討するために，外部情報の収集

度を説明変数に入れた追加モデルを検討した．その結果，企業在籍年数を用い

たモデル 4 では，トランスフォーマーの機能に対する企業在籍年数の寄与がな

く，ほぼ同様の変数を使用した原田(1988)の結果とは整合しない．しかし，チ

ーム在籍年数を用いたモデル 3 では正の寄与を確認できることから，上記につ

いても，企業在籍年数の使用に問題がある可能性を指摘できる． 
 

表 3 トランスフォーマー機能に対する回帰分析結果 

チーム在籍年数 0.44 ***     ― 0.43 ***     ―

企業在籍年数     ― 0.07     ― 0.04

保有技術量 0.21 * 0.41 *** 0.15 0.33 ***

外部情報収集度     ―     ― 0.13 0.18

adj.R2 0.33 0.19 0.34 0.20

F 34.6 *** 16.4 *** 24.0 *** 12.4 ***

　注：N=136(MODEL1, 3)，134（MODEL2, 4）．欠損値はペアデータに適用．

　　　数値は，OLSによる標準化偏回帰係数（* p<.05, *** p<.001）．

　　　VIF値の最大値は，1.73（MODEL3の保有技術量）．

モデル１ モデル２ モデル３ モデル４
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５．考察 

 
本稿が示した分析結果と原田による見解を，表 4 にまとめた． 
 

表 4 分析結果まとめ 
仮説
No

対象者 着眼点 本稿の結果 98年調査（原田） 99年調査（原田）

1
 ゲートキーパー／
トランスフォーマー

両者の一致 部分的に同人物
部分的に同人物

（変数制御上は別人物）
別人物

2 ゲートキーパー 組織在籍年数との関係
正の関係

（チーム在籍年数を使用）
関係なし

（企業在籍年数を使用）
未検討

3 トランスフォーマー 組織在籍年数との関係
正の関係

（保有技術を制御）
正の関係

（保有技術を制御せず）
未検討

 
 
 

ゲートキーパーがトランスフォーマーと一致するか否か，すなわちトランス

フォーマー仮説が正しいか否か，という点については，本稿では両者は部分的

に同一人物であり，原田の 99 年調査では完全に別人物という異なった結果で

あった．無論，ここで行った調査と 99 年調査とは，調査対象や使用した変数

（特に，本稿で用いた「外部情報の収集度」には，技術情報の他に，顧客との

接触や業界動向等の非技術的情報が含まれている）に違いがある．しかし原田

によれば，その本質的差異は扱われる知識の汎用性・専門性の違いである．す

なわち，外部情報が知識変換を経ず，原型のままでやりとりされる状況下では，

トランスフォーマーの役割は重要ではなくなり，ゲートキーパーはトランスフ

ォーマーを兼ねることになる(原田, 1999b)．しかしながら，本稿が対象とした

組織においても，原田が対象とした組織と同様の知識変換の必要性の高さが想

定できることから，上記とは異なる背景を検討する必要があるだろう．たとえ

ばそれは，単に調査手法上の違いによる影響かもしれない．98 年調査ではトラ

ンスフォーマーの外部情報の収集度が高かった（両者が同一人物である可能性

を示唆）にも関わらず，ほぼ同じ組織を対象とした 99 年調査では両者が完全

に別人物であったという事実は，やや整合性を欠くものである． 
このように，トランスフォーマー仮説には幾つかの疑問が残るが，本稿にお

いても，半数以上のトランスフォーマーがゲートキーパーと同一人物ではなか

った事実をふまえれば，その仮説がもつ理論的意義は十分にあると思われる．

ただし，幾つかの事項，とりわけゲートキーパーに関する仮定には大きな修正

が必要だと思われる．原田(1998)は，ゲートキーパーの機能を被説明変数とし

た表 1 とほぼ同様の回帰分析を行うなかで，説明変数として加えた「組織在籍

期間」が有意に寄与していなかったことから，ゲートキーパーは知識変換（翻

訳）を積極的に行っていないと考えた．しかし，これは既に検討したように，

組織在籍期間として使用した「入社以来の勤続年数」という変数が回帰モデル

に適合しなかったことや，保有技術量を十分に制御できていなかったこと等の

可能性が考えられる． 
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これらの事実をふまえれば，知識変換（翻訳）への接近については，新たな

研究アプローチが望まれよう．この点について犬塚(印刷中)は，3 層知識ネット

ワークデータを用いて，ゲートキーパーやトランスフォーマーによる知識変換

を定量化するという試みを行っている7．詳細は同報を参照されたいが，結論だ

けを述べれば，ゲートキーパーはトランスフォーマーと同様，有意義な知識変

換機能を果たしていることが推定されたのである． 
以上から，トランスフォーマー仮説における 3 つの仮定（①ゲートキーパー

とトランスフォーマーは別人物である，②ゲートキーパーは若手である，③ゲ

ートキーパーは知識変換を行っていない）については大幅な修正を余儀なくさ

れよう．またその際には，既存の 2 段階コミュニケーション・フロー説に流れ

を戻すことも視野に入れる必要があると思われる． 

                                                  
7 厳密には，組織メンバーによる知識変換が，組織的な情報共有に与える影響を定量化し

たものである． 
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 ６．まとめ 
 

本稿では，原田により提示されたトランスフォーマー仮説における実証手続

きの問題点を指摘し，新たに収集したデータをもとに同仮説の再検討を行った．

これまでの考察を通じ，原田のトランスフォーマー仮説は，次のように修正で

きると考えられる． 
 

ゲートキーパーとトランスフォーマーの機能は，組織在籍期間に応じて

高まり，部分的には同一人物によって担われる． 

 
 組織内における知識変換は捉えどころがなく，その定量化はほぼ不可能だと

考えられてきた．しかし，拙稿(印刷中)では，この定量化に一定の成功を収め

ている．今後さまざまな試みがなされることにより，組織内におけるコミュニ

ケーションの本質的理解が促進されることを願っている． 
 
 

     以 上   
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